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業務実態把握システムを利用した 

業務効率向上意識付け 

コンサルティング方法の提案 
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近年、グローバル競争が激化する中、オフィスワーカー業務効率向上が重要な
課題となっている。本報告では、各オフィスワーカーが業務時間実態を振り返り、
業務効率向上を自発的に行うよう意識付けするコンサルティング方法を提案す
る。提案法は、各オフィスワーカーが、PC 操作から業務実態を把握するシステ
ムのデータを元に、業務改善方法を職場上長と面談する方法とした。当該面談を
実施した従業員の残業時間と成果を１年余り追跡したところ、同じ集団の面談不
実施の従業員と比較して約 2.5 倍の業務効率向上を生む結果を得た。提案法はオ
フィスワーカーの業務効率向上に有効であることが確認できた。 
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Improvement on office worker efficiency is more and more important in today’s global 
competitive environments. This paper proposes a method that encourages employees to 
look at the business activity records and to voluntarily improve their business efficiency. 
The method uses a system collecting employees’ PC operation logs and includes 
interviews with their supervisor on how to improve their efficiency based on the log 
data. One-year survey on some employees overworking time shows that the efficiency of 
the interviewed employees is about 2.5 times better that that of the non-interviewed. The 
result implies that the proposed method is effective for improvement on office workers ’ 
business performance. 

 
 
 

1. はじめに 

近年、新興国の発展、インターネットの普及、国際取引の増加の中、各企業はグロ

ーバル競争を強いられ、厳しいコスト競争にさらされている。日欧米の企業は、工場

の新興国への移転や、コールセンタのオフショアリング、社員の人員削減や派遣労働

者の利用などでコスト低減を図っている[1]。このようなコスト低減施策の影響はホワ

イトカラー従業員にもおよび、一人あたりの業務量が増加している。その結果、ホワ

イトカラー従業員は長時間労働する傾向にあり、彼らの肉体的、精神的な健康上の問

題が世界的に指摘されるようになっている[2]。欧州の調査では労働時間が週 49 時間

以上の者は 48 時間以下の者に比較して健康に不安を感じる割合が高いことが明らか

になっており[3]、日本国内においても月間の超過労働時間を 50 時間以内に抑える努

力が必要とされている[4]。このような状況から、特に欧州では、週に 48 時間以下を

義務付ける規制が強化されてきた[5]。 

上記のような背景のもと、従業員の時間管理をサポートする情報システムとして、

勤怠管理システムが開発され、広く利用されている[6-10]。これらのシステムの利用

により、従業員の時間管理や実態分析が容易になってきた。また、最近では、Web 上

で PC 作業の正確な時間管理をする SaaS（Software as a Service）型のサービス[11]や、

フリーランスの IT エンジニア向けに業務をアウトソーシングするサイト[12]において、

フリーランサー作業時間を発注元業者向けに報告する機能が提供されている。 

勤怠管理システムの分野では、現在、業務時間の可視化や健康管理だけではなく、

従業員が仕事内容や報酬に満足しつつ業務効率を上げるかという方法までが検討の対

象となりつつある。特に労働政策の観点では、単に就業時間に制限をかけて健康管理

をするだけではなく、いかにして、仕事と生活を両立させ、双方が相乗効果を得られ

るようにするかが重要なテーマとなっているためである[13]。このテーマは、いわゆ

るワーク・ライフ・バランスと言われ、現在、世界各国でも日本でも重要なテーマと

なりつつある[14]。 

しかし、ワーク・ライフ・バランスの実現支援サービスは、現時点ではコンサルテ

ィングのみの提供であり情報システムにはなっていない。また、それらのコンサルテ

ィングも育児休暇や介護休暇などの制度の導入を支援する活動にとどまっている。英

国での約百社でのコンサルティング導入結果報告[15]では離職率の低下など、企業の

生産性向上の目的に対し一定の効果を上げてはいるものの、ワーク・ライフ・バラン

スの本来の目的である仕事と生活の相乗効果というレベルには至っていない。具体的

には、休暇などの就業日数の管理や長時間残業を縮減するというレベルであり、就業

中の業務効率向上というレベルには至っていない。そのため、従業員に比べて経営側
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のメリットが少なく、導入が広がっているとは言い難い。 

これらのコンサルティングの問題点は、主として次の３つが挙げられる。第一に上

記の英国の報告[15]で指摘されているとおり、コンサルタントと従業員が面談を始め

ると話題がワーク・ライフ・バランスだけではなく、様々な問題に波及していくケー

スが多く範囲を区切りにくいという問題点である。第二に、国内の実態調査[4]におい

て指摘されているとおり、効率的な業務遂行意識を高めるように導入する施策が明確

でない点である。第三に、コンサルタントと従業員の面談に多くの時間を割くため、

大規模な人数に導入する上で多くのコストがかかるという点である。 

そこで、本報告では、範囲が明確で業務を効率化する意識を高め、かつ、大規模な

人数で実施する場合にも比較的低コストで済むコンサルティング方法の提案を目的と

する。特に、我々の研究グループが開発してきた PC 操作ログの可視化、制御に関す

る技術[16-20]を利用したコンサルティング方法の提案を目的とする。 

 

2. 業務効率向上施策における従来法の問題点と課題 

2.1 従来の業務効率向上施策としてのワーク・ライフ・バランスコンサルティング 

企業で働く人々就業時間管理の問題が世界的に指摘されるようになり、現在、従業

員の時間管理をサポートする情報システムとして、勤怠管理システム（[6-8]）が開発

され、広く利用されている。これらは主に業務時間の可視化や健康管理が中心の機能

であり、現在、労働政策上重要になりつつあるワーク・ライフ・バランスの観点まで

には及んでいない。 

ワーク・ライフ・バランスは、80 年代頃、米国でワーク・ファミリー・コンフリク

ト（仕事と家庭の衝突）問題として認識された。育児や家事をする時間を割こうとす

ると仕事に従事する時間が減り、また、仕事にばかり集中すると育児や家事がおろそ

かになり、家庭崩壊をもたらす問題が指摘されてきた。その後、90 年代後半になり、

家庭の問題だけではなく、個人としての時間も重要であるという認識のもと、「生活」

全般との衝突の問題と捉え直され、さらに 2000 年代に入り、衝突の問題を解決し、相

乗効果を得るまでにすることを目的とする、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活

の両立）という言葉になった。 

ワーク・ライフ・バランスを実現するための方法は、現在、コンサルティングのみ

であり、専用システム化されるまでには至っていない。 

最も先駆的で大規模なコンサルティングとして、PwCC（Price waterhouse Coopers 

Consulting, 現在 IBM）が英国 DTI(Department of Trade and Industry)の施策の元、実施

した調査報告[15]がある。これは 2000 年に始まった英国でのワーク・ライフ・バラン

スのキャンペーンであり、約 100 社を超える規模で調査報告がまとめられている。こ

の際のコンサルティングでは、おおよそ効果の測定が、離職率、欠勤率、コストの低

下度合いによっており、例えば欠勤率が 5.5％から 4.5％に減少したケースが報告され

ている（[15]の 62 ページ）。また別の事例では、インフォーマルミーティングの回数

の増加など、モチベーション向上と思われる様子も見られた。 

現在は欧米を中心に多数のコンサルティング会社からサービスが提供されており、

例えば Innovation International [21]でのワーク・ライフ・バランスでの導入支援プログ

ラムは以下の項目に関する制度導入支援となる。Simplicity consulting [22]、Artemis 

Management Consultants [23]、Managing Work Life Balance International [24]などがあるが、

ほぼ各社同様のサービスを提供している。 

 

表 1 ワーク・ライフ・バランスのコンサルティングメニュー例 

家族のケア 1. Family-Friendly Initiatives 

2. Child Care 

3. Elder Care 

4. Adoption 

5. Family Leave 

6. New Mothers 

7. Family Education Expenses 

本人のケア 8. Employee Assistance Program 

9. Personal Problems 

10. Financial, Mental, Health, and Chemical Dependency 

職場環境 11. Work-friendly Programs 

12. Flexibility in Work Hours 

13. Telecommuting or working at home 

14. Zero Tolerance Harassment (including race, color, sex, etc.) 

15. Disability and Religious Accommodation 

 

日本では、ワーク・ライフ・バランスコンサルティング社によるコンサルティング

[25]が知られており、育児や介護、あるいはメンタルヘルス不全による休職者の復職

支援プログラムを支援している。特に休職期間中の職場連携や自己啓発の支援に力点

があり、介護事業者や e-ラーニング事業者と提携している。 

 

2.2 業務効率向上の意識付けにおける従来法の問題点と本研究の課題 

上記のコンサルティングの問題点は、主として次の３つが挙げられる。 

第一に上記の英国の報告[15]で指摘されているとおり、コンサルタントと従業員が
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面談を始めると話題がワーク・ライフ・バランスだけではなく、様々な問題に波及し

ていくケースが多く範囲を区切りにくいという問題点である。 

第二に、国内の実態調査[4]において指摘されているとおり、効率的な業務遂行意識

を高めるように導入する施策が明確でない点である。実際、上記の調査結果で長時間

労働をなくす対策で重要なことをアンケート調査したところ「業務量を減らす」が

51.5％にとどまっているのに対し、「働く者それぞれがダラダラと残業しないように気

をつける」が 84.1％に達している。これは、単に業務量を減らすよりも、業務の進め

方の意識の問題が重要であることを意味している。 

第三に、これも英国の報告[15]で指摘されているとおり、既存の方法がコンサルテ

ィングという人によって為すことに依存しているため、非常に時間と手間のかかるプ

ロセスであり、コンサルティングの品質を維持しつつ、大規模化することが困難であ

る点である。 

以上の問題を解決するため、本報告では、以下の課題に対して取り組むこととした。 

課題（１）簡潔かつ範囲が明確であり、短時間で済むコンサルティング方法の提供 

課題（２）効率的な業務遂行意識を高めるコンサルティング方法の提供 

課題（３）大規模な人数で実施可能なコンサルティング方法の提供 

 

3. 業務実態把握システムおよび残業縮減コンサルティング方法の提案 

3.1 課題に対するアプローチ 

2.2 節で述べた課題の解決策として、当ユニットで開発してきた業務実態把握シス

テムのデータを元に、従業員が業務時間実態を振り返り、業務効率向上を自発的に行

うよう意識付けするコンサルティング方法を提案する。 

 

表 2. 本研究の課題とアプローチ 

課題 アプローチ 

（１）簡潔かつ範囲が明確で

あり、短時間で済むコンサル

ティング方法の提供 

（１）ＰＣでの作業時間のみ計測し、その時間の縮減方法に

ついて集中的に分析する。 

（２）効率的な業務遂行意識

を高めるコンサルティング方

法の提供 

（２）上長から指示はせず、本人の分析と対策立案を尊重

し、上長は本人の考え方や思いを傾聴する。 

（３）大規模な人数で実施可

能なコンサルティング方法の

提供 

（３）－１ 各ＰＣでの作業時間を自動計測・自動集計する。 

（３）－２ 各従業員が Web で集計結果を閲覧し、自己分析

する。 

 

3.2 利用する業務実態把握システムの構成 

まず、前章に挙げた課題（３）を解決に向け、「（３）－１ 各ＰＣでの作業時間を

自動計測・自動集計する」アプローチとして、図 1 に示すような業務実態把握システ

ム[20]を利用する。 

 

 

図 1. 業務実態把握システムの構成概要 

 

本基盤は、クライアント PC の操作時刻を記録する記録エージェント、記録された

データをサーバにアップロードするアップローダー、エージェントが記録したデータ

を分析する分析サーバ、分析されたデータを蓄積するデータベース、そして、分析さ

れたデータを表示する表示サーバから構成される。記録エージェントには

BM1/Agent[26]を利用した。BM1/Agent は、クライアント PC での各ウィンドウに対す

るキーボード、マウス操作時刻をミリ秒単位で記録する。これにより、ユーザは、普

段意識することなく、PC 業務時間を自動的かつ客観的に記録することができる。これ

によって「（課題１） 自動的かつ客観的な業務時間記録」が実現される。 

次に、課題（３）に対する第 2 のアプローチ「（３）－２ 各従業員が Web で集計

結果を閲覧し、自己分析する」として、図１の分析サーバ上にて、BM1/Agent の採取

した記録データ（生ログ）を分析、加工し、図 2 のようなデータを生成する。 
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図 2. 上位の利用ウィンドウタイトル表示例 

 

これは、実作業時間により、1 週間のウィンドウタイトル上位をランキング表示し

たデータである。また、月間の上位も表示する。これにより、主としてどの業務に時

間を費やしたかが明確に分かるようになる。なお、本システムでは、情報共有と機密

性保持のため、同一ユニット内のみで互いに閲覧可能か、あるいは、個人のみ閲覧可

能とした。 

 

3.3 コンサルティング方法 

課題（１）「簡潔かつ範囲が明確であり、短時間で済むコンサルティング方法の提

供」に対するアプローチ「（１）ＰＣでの作業時間のみ計測し、その時間の縮減方法に

ついて集中的に分析する」ため、コンサルティングは、各従業員が前節の図２のよう

な実態を分析しつつ、図 3 の面談シートに記載して、その範囲に限定した。 

 

 

図 3. 面談シートの例 

 

課題（２）「効率的な業務遂行意識を高めるコンサルティング方法の提供」に対し

て、アプローチ（２）「上長から指示はせず、本人の分析と対策立案を尊重し、上長は

長時間労働縮減向けコンサルティングシート

（１） 調査期間（　　　　月　　日　～　　　月　　　日　）の中で残業時間が長かった日を３日選んで下さい。

　 （　　　月　　　日　　　　　　　　　時間　）

（　　　月　　　日　　　　　　　　　時間　）

（　　　月　　　日　　　　　　　　　時間　）

（２） 抽出された日付において、ＰＣ作業で時間が長かった業務を時間と共に書き出してください。

第１位 （　　　月　　　日　） （　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　ＰＣ作業時間　　　　　　　　　　時間　　　　　分）

第２位 （　　　月　　　日　） （　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　ＰＣ作業時間　　　　　　　　　　時間　　　　　分）

第３位 （　　　月　　　日　） （　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（　ＰＣ作業時間　　　　　　　　　　時間　　　　　分）

（３） 抽出された３つの業務をより短時間で実行可能にする改善方法と、目標時間を挙げて下さい
（　下記の改善方法の例から選択いただいても構いません　）。

第１位業務 改善方法

目標時間 （　　　　時間　　　分）　　→　　　（　　　時間　　分）

第２位業務 改善方法

目標時間 （　　　　時間　　　分）　　→　　　（　　　時間　　分）

第３位業務 改善方法

目標時間 （　　　　時間　　　分）　　→　　　（　　　時間　　分）

方法の例 Ａ　スキルを向上する。
Ｂ　定型フォーマットを用意しておく。
Ｃ　相談できる人にちゃんと相談する。
Ｄ　目的を明確にする。
Ｅ　報告者と予定分量（Ａ４で何ページか、など）を調整しておく。
Ｆ　事前準備をしっかりする。
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本人の考え方や思いを傾聴する」方法を採用した。これは、傾聴術[27]の根本にある

「適切な環境があれば人は成長する力を有している」という考え方を元に、本人によ

る業務状態の問題意識とその改善への思いを傾聴すれば、自律的に高い効率を行うよ

うになると考えた。特に、「話し手の気持ちを話し手の身になって理解するとともに、

『理解しています』ということを相手に伝えること」を重視し、共感的な聴き方で、

上の立場から指導することはせず、悩みや問題点を理解することに集中する面談とし

た。 

4. 残業縮減コンサルティング結果 

前章に提案したシステムおよびコンサルティングにより、 

4.1 被験者集団の概要と外的環境 

まず、被験者集団の概要を表 3 にまとめる。導入対象部署の都合やシステム準備の

都合などがあり、段階的なシステム導入を行ったため、面談実施期も段階的に行った。 

また、考慮すべき外的要因として、残業縮減に対する効果を上げる外的な要因（社内

全体での施策）は以下のように存在した。 

  －長時間労働に対する健康管理の徹底 

  －深夜残業、休日労働の縮減 

 

表 3. 業務実態把握システムの利用者および面談実施者の概要 

某研究部署 

約 50人 

・面談実施者約 20名 

面談実施期；2009年 6月～ 2010年 2月 

・面談不実施者約 30名 

 

4.2 残業と成果の業務実態結果 

まず、面談した月を挟んだ前後 3 カ月間の平均残業の推移を図 4 に示す。月により

やや凹凸はあるものの、順調に残業が削減されている様子がわかる。面談前 3 ヶ月の

平均に比べ面談後 3 カ月の平均が約 8 時間削減されたことが分かる。 

次に、前年度との比較を行った結果を図 5 に示す。これは、面談月をいつ行うかに

よって、期末や休みのバランスなどを考慮すると、連続する前後 3 か月だけの評価で

は不十分と考えたためである。図 5 から、この評価でも面談後、前年度に比べて業務

が削減されている様子がわかる。平均で約 10 時間の削減が得られ、この評価面談の効

果があったと言える。 

 

 

図 4. 月あたり残業時間 

（約 20 人分、基準残業時間からの差分の推移） 

 

 
図 5. 面談月からの 3 カ月経過分、およびその前年同月の残業時間 

（約 20 人分、基準残業時間からの差分の推移） 

 

次に、業務効率（業務時間に対する成果の比率）を面談実施者と不実施者で比較し

た結果を示す。本報告では、成果の数値として、論文投稿件数および学会発表の回数

の合計値（＝発表件数）を採用した。 

表 4 に 2009 年度における年間総就業時間と年間業務効率の前年度比を示す。面談
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は 2009 年 6 月から 2010 年 2 月にかけて行ったため、2008 年度と 2009 年度の実績比

較により効果を推定することとした。但し、年間業務効率は以下の式で計算した。 

 

年間業務効率 ＝ 発表件数／年間総就業時間／人数×100 

 

表 4. 2009 年度における年間総就業時間と年間業務効率の前年度比 

年間総就業時間の前年度比 年間業務効率の前年度比 

部署 

全体 

面談 

実施者 

面談 

不実施者 

部署全体 

 

面談 

実施者 

面談 

不実施者 

91.3% 92.3% 90.5% 150.0% 234.7% 94.8% 

 

表 4 から、残業縮減を呼び掛ける所全体施策の効果もあり、面談不実施者の残業も

縮減されていることが分かるが、発表件数は減る傾向が見られ、その結果、業務効率

に約 5%の低下が見られた。一方で、面談実施者は残業が面談不実施者ほど減っては

いないものの、発表件数が大幅に増加し、その結果、業務効率が前年度比 2.35 倍もの

増加を示す結果となった。業務効率を比較すると、面談不実施者に比べ、面談実施者

は約 2.5 倍の業務効率を達成し、面談の効果があったことを示している。 

以上から、本面談は特に、業務効率向上には大きく寄与する結果となった。これは、

上長との面談により業務の無駄や手戻りが削減され効率は高まったが、各従業員が、

削減された時間分を多くの成果出す方向に傾けたため、と解釈することができる。ま

た、面談不実施者の結果が示すとおり、残業縮減施策を実施しただけでは、総就業時

間の削減とともに仕事の成果が落ちてしまう可能性があるものの、本コンサルティン

グのような業務効率施策を実施することで、総就業時間を削減させても成果を増やす

ことが可能であると言える。 

 

5. 結 言 

5.1 結論 

本報告では、各オフィスワーカーが業務時間実態を振り返り、業務効率向上を自発

的に行うよう意識付けするコンサルティング方法を提案した。提案法は、各オフィス

ワーカーが、PC 操作から業務実態を把握するシステムのデータを元に、業務改善方法

を職場上長と面談する方法とした。 

某研究部の約 50 名のうち約 20 名に上記の面談を実施した結果、面談した月を挟ん

だ前後 3 カ月間の平均残業が約 8 時間もの削減効果が得られた。また、前年度比も平

均では約 10 時間の削減が得られ、この評価面談の効果があったことが明らかとなった。 

また、総就業時間に対する発表件数によって業務効率を計測したところ、面談実施

者は残業が面談不実施者ほど減ってはいないものの、発表件数が大幅に増加し、その

結果、業務効率が前年度比 2.35 倍もの増加を示す結果となった。業務効率を比較する

と、面談不実施者に比べ、面談実施者は約 2.5 倍の業務効率を達成し、面談の効果が

あったことが分かった。 

提案法は、特に業務効率向上に大きく寄与する結果となった。これは、上長との面

談により業務の無駄や手戻りが削減され効率は高まったが、各従業員が、削減された

時間分を多くの成果出す方向に傾けたため、と解釈することができる。また、面談不

実施者の結果から、残業縮減施策のみでは総就業時間の削減とともに仕事の成果が落

ちてしまう可能性がある一方で、本コンサルティングのような業務効率施策を実施す

ることで、総就業時間を削減させても成果を増やすことが可能であることが分かった。 

 

5.2 今後の課題 

本コンサルティングを通じて、業務改善の具体的な方法をより深く分析することが

重要であることが分かった。例えば、残業となった原因について分析、対策する上で

参考となる文献情報は多岐に及ぶ。そのため個々人に適した参考図書の推薦機能など

が重要な課題となってくる。 
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